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R8年度
　適用使用

者数

R3年経済
センサス労

働者数
Ａ

R3年経済セ
ンサス労働
者数の増減

人員数
Ｂ(注１)

除外者数
Ｃ(注１)

R8年度適用
対象者数

Ｄ
(Ａ＋Ｂ－Ｃ)

3分の1の
人数

（切捨）
Ｅ

(Ｄ×１/３)

審査査
定人数

確定済の
合意数

Ｆ

申出妥
当の有

無
Ｅ＜Ｆ

疎明資
料の有

無

必要要
件具備
の有無

労働協約 20 労組 11,592 0 11,592

機関決定 37 労組 10,107 0 10,107

個別合意 0 事業所 0 0 0

計 57 21,699 0 21,699

労働協約 8 労組 3,026 0 3,026

機関決定 51 労組 16,298 0 16,298

個別合意 0 事業所 0 0 0

計 59 19,324 0 19,324

労働協約 2 労組 2,588 0 2,588

機関決定 2 労組 1,604 0 91

個別合意 0 0

計 4 4,192 0 2,679

　　　   手作業により又は手工具若しくは手持空圧・電動工具を使用して行う熟練を要しない部品の組立て又は加工の業務をする者。

注１　Ｂはセンサスがまとめられた令和３年６月１日以降令和7年12月1日までの増減規模が10人以上の新規成立事業場及び倒産情報に基づき集計している。

注２　計量器等製造業の労働協約による申出の最下限額は1,173円、　はん用機械器具等製造業の同最下限額は1,194円、各種商品小売業の同申出の最下限額は1091円である。

　　　 Ｃは18歳未満又は65歳以上の者、雇い入れ後６月未満の者であって、技能修得中のもの、清掃又は片付け業務、手作業による選別、袋詰め、箱詰め又は包装の業務、

各種商品小売業(注２) 1,480(改正）

6,220

はん用機械器具、生産用機械器
具、業務用機械器具、自動車・同
附属品、船舶製造・修理業，船用
機関製造業(注２)

1,732

53 4,159 137 有

有

             事業所

有

58,907

16,12048,362

9382,816 有

有

有

有

有

令和8年度　申出書審査結果表

合意数

有

特定最賃の種類

(改正）

(改正）

54,908 -326

19,6358,01567,2791,325

計量器・測定器・分析機器・試験機、
医療用機械器具・医療用品、光学機
械器具・レンズ、電子部品・デバイス・
電子回路、電気機械器具、情報通信
機械器具、時計・同部分品、眼鏡製
造業(注２)
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特定最低賃金の改正申出状況の推移

(平成29年度～令和8年度)

67,599 68,641

58,122

58,150

56,583

56,792

52,760

58,319

56,845

58,907

27,357 26,525 25,826 25,410 24,502 23,417
23,657 25,556

23,917
21,699

40.5% 38.6%

44.4% 43.7% 43.3%

41.2%

44.8% 43.8% 42.1%

36.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

29 30 元 2 3 4 5 6 7 8

軸

42,079 43,264
41,525 42,006 41,610 41,510

39,751
41,618

47,181 48,362

14,614 15,047
16,268

16,455 16,638 16,058 16,710 15,619
18,346 19,324

34.7% 34.8%

39.2% 39.2%
40.0%

38.7%

42.0%

37.5% 38.9% 40.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

29 30 元 2 3 4 5 6 7 8

軸
ラ
ベ
ル

人

年度

はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具、自動車・同附属品、船舶製造・修理業，舶用機関製造業

人

年度

計量器・測定器・分析機器・試験機、医療機械器具・医療用品、光学機械器具・レンズ、電子部品・デバイス、

電子回路電気機械器具、情報通信機械器具、時計・同部分品、眼鏡製造業
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※ H27、 R2～R7は改正申出なし
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Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度
713 728 746 770 795 821 848 849 877 908 948 998 1,061 1,117

引上額 13 15 18 24 25 26 27 1 28 31 40 50 63 56
(目安額) (12) (15) (18) (24) (25) (26) (27) - (28) (31) (40) (50) (63) (56)
引上率 1.86 2.10 2.47 3.22 3.25 3.27 3.29 0.12 3.30 3.53 4.41 5.27 6.31 5.28
未満率 2.27 2.2 0.9 1.7 1.4 1.2 0.6 1.1 1.1 0.9 1.5 1.2 1.1 2.0
影響率 3.73 3.55 2.11 5.17 8.7 11.1 12.1 2.1 12.2 17.1 16.3 17.4 26.1 23.8

【表２】
Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

798 810 823 837 854 872 892 894 916 945 983 1,032 1,095
引上額 8 12 13 14 17 18 20 2 22 29 38 49 63
引上率 1.01 1.50 1.60 1.70 2.03 2.11 2.29 0.22 2.46 3.17 4.02 4.98 6.10
未満率 9.1 7.4 9.6 11.8 11.3 11.8 10.2 11.6 4.7 5.8 8.6 7.3 8.4
影響率 10.7 12.7 18.8 14.18 18.6 16.9 17.1 13.0 11.0 12.6 19.5 16.7 19.6

【表３】
Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

  はん用機械器具等最低賃金 809 821 834 848 865 883 903 905 927 956 994 1,043 1,105
引上額 8 12 13 14 17 18 20 2 22 29 38 49 62
引上率 1.00 1.48 1.58 1.68 2.00 2.08 2.27 0.22 2.43 3.13 3.97 4.93 5.94
未満率 6.3 4.5 1.8 6.2 7.5 9.7 7.8 8.8 5.3 4.4 6.3 8.5 4.5
影響率 8.1 4.7 2.90 7.81 12.4 12.2 12.8 9.4 8.5 8.4 9.6 12.1 12.2

【表４】
Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

763 773 786 800 817 835 855 857 879 910 950 950 950
引上額 7 10 13 14 17 18 20 2 22 31 40　　　　　　―　　　　　　―
引上率 0.93 1.31 1.68 1.78 2.13 2.20 2.40 0.23 2.57 3.53 4.40　　　　　　―　　　　　　―
未満率 10.5 7.5 0.50 21.80 4.6 19.7 5.1 16.7 6.2 0.5 0.7　　　　　　―　　　　　　―
影響率 18.5 24.4 1.20 24.88 15.1 27.7 9.0 16.7 16.8 39.4 29.3　　　　　　―　　　　　　―

【表５】
Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

  印刷、製版業最低賃金 747 747 747 781 809 827 850 850 850 850 850 850 850
引上額 　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　― 34 28 18 23　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―
引上率 　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　― 4.55 3.59 2.22 2.78　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―
未満率 　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　― 4.40 2.1 3.9 1.3　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―
影響率 　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　― 8.99 7.4 7.8 6.4　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―　　　　　　―

      ２　「影響率」とは、最低賃金を改正した後に、改正後の最低賃金額を下回ることとなる労働者の割合をいう。
      ３　「未満率」及び「影響率」は、各年度ごとに算出された数値をそのまま使用しています。
      ４　引上額等の「－」は、当該年度に金額改定がないものです。

  計量器等最低賃金

年　度

年　度

注：表１～５とも  １　「未満率」とは、最低賃金額を改正する前に、最低賃金額を下回っている労働者の割合をいう。

年　度

　各種商品小売業最低賃金

長野県における最低賃金額改定の推移(引上額等)
【表１】

  長野県最低賃金

年　度

年　度
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特定最低賃金について

特定最低賃金 地域別最低賃金

役割・
機能

○ 労使の取組を補完するもの ○ すべての労働者の賃金の最低限を保障するセー
フティネット

適用
対象

○ 産業又は職業ごとに適用
（実際は、概ね都道府県の産業別に適用されている）

○ 産業・職業を問わずすべての労働者に適用
○ 都道府県ごとに適用

決定
方式

○ 関係労使の申出により新設、改正又は廃止
新設        ： 対象労働者の２分の１以上の労働協約等
改正・廃止： 対象労働者の３分の１以上の労働協約等

○ 新設、改廃を含め運用は労使のイニシアティブによる

○ 行政機関に決定を義務付け
（全国各地域について必ず決定）

○ 地域別最低賃金が全ての労働者の賃金の最低額を保障するセーフティネットであるのに対し、特定最低賃
金は、特定の産業又は職業について、関係労使のイニシアティブに基づき、地域別最低賃金に上乗せをする
もの（※）。
（※）特定最低賃金が設定された場合でも、使用者が、その雇用する労働者に対し、特定最低賃金を超える賃金を支払うこと
は禁じられていない。

○ 関係労使の申出に基づき、最低賃金審議会の調査審議を経て、地域別最低賃金よりも金額水準の高い最
低賃金を定めることが必要と認められた場合に決定される。

○ 令和８年４月１日現在、全国で223件設定（うち地域別最賃を上回るのは112件）。概ね都道府県の産業別に
適用されており、全国単位のものは１件のみ（平成12年以降、改正されず）。

12

 12
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特定最低賃金の設定・改正・廃止の要件

○ 特定最低賃金は労使のイニシアティブによる取組であり、（１）（２）の２つの枠組みとすることや、新設・改
正・廃止の要件等については、いずれも中央最低賃金審議会における労使の話し合いの下、両者の合意に基づき定
められている。

○ 特定最低賃金は、一定規模の労働協約の締結等を要件としているため、実際に設定されているものは、製造業な
ど、労働組合の組織率が比較的高く交渉力がある産業（製造業）となる傾向がある。地域別最低賃金の大幅な引上
げが続く中、改正がなされず、結果として地域別最低賃金を下回るものが近年増加している。

（１）労働協約ケース：関係労使の間で、同種の「基幹的労働者」の相当数（原則として1,000人以上）に
適用される賃金の最低額に関する合意（労働協約）がある場合

新しく決定する場合の申出の要件 改正・廃止する場合の申出の要件

① 基幹的労働者の２分の１以上が労働協約の適用を受
けること

② 労働協約の当事者の労働組合又は使用者の全部の合
意により行われる申出であること

① 基幹的労働者の概ね３分の１以上が労働協約の適用
を受けること

② 労働協約の当事者の労働組合又は使用者の全部の合
意により行われる申出であること

（２）公正競争ケース： 事業の公正競争を確保する観点から、
同種の基幹的労働者について、最低賃金を設定することが必要である場合

新しく決定する場合の申出の要件 改正・廃止する場合の申出の要件

○ 企業間、地域間又は組織労働者と未組織労働者の間
等に産業別最低賃金の設定を必要とする程度の賃金格
差が存在する場合（注）

○ 適用される労働者又は使用者の概ね３分の１以上の
合意による申出等

（注）「一般の産業では企業間に賃金格差は存在し、またその生ずる原因は多様。賃金格差の程度について一定基準を定めることは適当ではない」、「競争関係
の存在を前提にして、『より高いレベルでの公正競争』確保の必要性について、疎明の内容、関係労使間の合意形成の状況等を踏まえ審議会において適切
な判断がなされることを期待」する旨、同じく労使合意で定められている。 13
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特定最低賃金の決定・改正・廃止までの流れ

関係労使
からの申出 諮 問

〔必要性〕
調査審議

関係労使
の意見聴取

〔必要性〕
答申 ※１

諮 問 〔金額〕
調査審議

〔改定額〕
答申 ※１

地方最低賃金審議会※２

改定額
決定・公示

〔労働局長※2〕

関係労使
の異議の申出

関係労使
の意見聴取

意見書の提出

〔労働局長※２〕

※１ 特定最低賃金の決定・改正・廃止の必要性や、金額審議については、全会一致の議決に至るよう努力するものとされている
（労使合意による取り決め）。

※２ 特定最低賃金の適用区域が２以上の都道府県労働局の管轄区域にわたるものである場合は、労働局長は厚生労働大臣、地方最低
賃金審議会は中央最低賃金審議会に読み替える。

〔労働局長※2〕 地方最低賃金審議会※2

必要性あり

効力発生

14
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令和７年度の全国の特定最低賃金の審議・改正結果

令和８年４月１日時点の特定最低賃金

223件（うち旧産業別最低賃金１件）

必要性有無の審議

改正185件 新設11件

必要性なし

11件

必要性あり

０件
必要性あり

112件
必要性なし

73件

改正決定

112件

令和７年４月時点の特定最低賃金

224件 （うち旧産業別最低賃金２件）

（※１）新設申出11件の内訳は以下のとおり。
＜千葉県＞
 ① 総合スーパーマーケット

＜東京都＞
 ② 電子部品・デバイス・電子回路製造業、

  電気機械器具、情報通信機械器具製造業
 ③ 自動車小売業(新車)

＜神奈川県＞
④ 自動車（新車）小売業

 ⑤ 電線・ケーブル製造業
 ⑥ 自動車・同附属品製造業
 ⑦ 電子部品・デバイス・電子回路、電気機械

  器具、情報通信機械器具製造業

＜京都府＞
 ⑧ 百貨店、総合スーパーマーケット、ドラッ

  グストア
 ⑨ 百貨店、総合スーパーマーケット、ホーム

  センター

＜和歌山県＞
 ⑩ 百貨店、総合スーパーマーケット、食料品

  スーパーマーケット

＜広島県＞
⑪ 各種商品、各種食料品小売業

新設申出 11件(※１)改正申出 188件

金額審議

112件

申出なし

 36件
要件未充足

３件

各地域別最低賃金を上回る特定最低賃金

112件

改定なしで地賃超

０件

各地域別最低賃金を下回る特定最低賃金

111件（※２）

＜全国に適用される特定最低賃金１件を含む＞

改定なしで
地賃下回る

＜全国に適用される特定最低賃金１件を含む＞
（※２）旧産業別最低賃金１件は最低賃金法第17

条に基づき３月31日限りで廃止されている

最低賃金法第17条：特定最低賃金が著しく不適当となった場合、労使の申出を待つことなく厚生労働大臣又は都道府県労働局長自らが職権で廃止することができる。

（※２）
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厚生労働大臣又は都道府県労働局長は、特定最低賃金の決定等（決定、改正又は廃止のことをいう。以下同じ。）に関する
申出を受けた場合には、原則として当該決定等の必要性の有無について最低賃金審議会に意見を求めるものとされている。 
実際の必要性の有無に関する調査審議に当たっては、以下を参考に、関係労使（当該産業を含めた関係労使）が参加するこ

とにより、より実質的な審議が行われることが期待されている。

昭和61年３月31日付け基発第188号「今後の産業別最低賃金制度の運営について」

２ 申出に係る新産業別最低賃金の決定等の必要性に関する決定
(1) 新産業別最低賃金の決定等の必要性についての諮問等

（略）
ロ 上記イにより新産業別最低賃金の決定等の必要性の有無について諮問を行った場合、その後の審議会の運営に当たっ
ては特に次の点に留意するものとする。

(イ) 関係労使の意向や当該産業の実態等が十分反映されるよう関係労使の意見を必ず聴取すること。
また、必要に応じ審議会に各側委員から構成される小委員会等を設けるなど効率的な審議に努めること。
（ロ）及び（ハ） （略）

２ 運用面の改善について具体的な対応 
(２) 産業別最低賃金の審議手続上の取扱いの改善
① 中小企業関係労使の意見の反映

産業別最低賃金の設定による影響を受けやすい中小企業関係労使の意見が十分に反映されるようにするため、審議会
委員の選任や参考人の意見聴取に当たって、中小企業関係労使からの選任や当該産業の中小企業関係労使からの意見聴
取に配慮すること。

「中央最低賃金審議会産業別最低賃金に関する全員協議会報告」（平成10年12月10日中央最低賃金審議会了承）

特定最低賃金の決定、改正又は廃止の必要性の有無に関する調査審議の運営について①

16

新産業別最低賃金と旧産業別最低賃金

特定最低賃金は、昭和61年2月14日の中央最低賃金審議会の答申「現行産業別最低賃金の廃止及び新産業別最低賃金等の
転換等について」に基づき、特定の産業の関係労使が労働条件の向上又は事業の公正競争の確保の観点から、その産業の基幹
的労働者について地域別最低賃金より金額水準より高い最低賃金を必要と認めた場合に、その労使の申出により設定すること
とされた「新産業別最低賃金」と、同答申に基づき平成元年以降改正を行わないこととされた「旧産業別最低賃金」がある。

最後の「留意すること」は、事

務方から審議会委員への説明資

料としては少し変なので削除し

ています。

次の「新産業別最低賃金と旧産

業別最低賃金」の項目は、他と

性質が違い、この場所に並列で

記載されるのが違和感ある（記

載するなら、新１枚目として特

定最低賃金の概要（よく使って

いる既存資料）を入れて、その

資料中に脚注として記載するよ

うな内容？）と思ったのと、

次ページ以降で議員、局長、記

者の発言を未定稿抜粋としてそ

のまま記載するのに若干違和感

がありましたが、この資料を用

意された元々の経緯によると思

いますので、課長・主任のご判

断に従います（大野）
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「中央最低賃金審議会産業別最低賃金制度全員協議会報告」（平成14年12月６日中央最低賃金審議会了承）

２ 関係労使のイニシアティブの一層の発揮を中心とした改善 

(1) 関係労使のイニシアティブ発揮による改善 

① 関係労使当事者間の意思疎通 

業別最低賃金の決定、改正又は廃止(以下「決定等」という。)に関する申出について、関係労使が双方の意向

を了知しておくことは、その後の円滑な審議にとって重要であるため、当該申出の意向表明後速やかに、関係

労使当事者間の意思疎通を図ることとする。

この場合の意思疎通としては、関係労使当事者間において話合いを持つことが望ましい。

なお、関係労使当事者とは、主として、労働協約締結当事者の使用者(使用者団体を含む。) 又は労働組合、

都道府県内における当該産業の関係労使団体などを指すものである。

② 関係労使の参加による必要性審議 

産業別最低賃金の決定等の必要性の有無に関する調査審議(以下「必要性審議」という。)について、従来どお

りの方法で行うか、当該産業の労使が入った場で行うかを、地方最低賃金審議会において、地域、産業の実情

を踏まえつつ、検討することとする。

なお、必要性審議において、当該産業別最低賃金が適用される中小企業を含めた関係労使が参加することに

より、より実質的な審議が行われることを期待するものである。

③ 金額審議における全会一致の議決に向けた努力 

関係労使のイニシアティブ発揮により設定されるという産業別最低賃金の性格から、産業別 最低賃金の決定

又は改正の金額に関する調査審議については、全会一致の議決に至るよう努力することが望ましい。

 

特定最低賃金の決定、改正又は廃止の必要性の有無に関する調査審議の運営について②
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特定最低賃金の審議における労使イニシアティブの促進に向けた参考事例について

○ 使用者側委員は、改正決定の必要性の有無の審議において、
データに基づく根拠（厳しい経営環境におかれる中小企業の負担
感や、地域別最低賃金の大幅な上昇等によって地域別最低賃金に
対する該当産業の賃金の優位性が認められないこと等）を示し、
「改正の必要性なし」と主張。

○ 審議の結果、「改正の必要性なし」となったものの、労働者側
委員の提案を踏まえ、次年度における改正の必要性審議に向けて、
該当産業の労使が新たに参加する方向で調整を行っている。

「改正の必要性なし」となったが、次年度の審議に向けて、
該当産業の関係労使が参加した審議の調整をすることと
なった事例

労働者側委員が、使用者側の意見を踏まえた審議を行う旨
を表明した結果、使用者側委員が意向を変更し「改正の必
要性あり」となった事例

○ 使用者側委員は、改正決定の必要性の有無の審議において、業
界を取り巻く環境の厳しさを理由に当初「必要性なし」と主張。
使用者側参考人の意見陳述を聴いた労働者側委員から「使用者

側の状況、産業界の状況を踏まえた金額審議を行う」との回答が
あったため、使用者側委員は意向を変更し「改正の必要性あり」
とした。

○ 次年度の審議運営について検討を行った結果、審議日数を十分
確保するとともに、産業界の意見が反映されるよう産業界代表か
らの意見提出に加え、意見聴取も実施することとなった。

関係労使当事者間の意思疎通を図るために、審議前の勉強
会の実施や運営に関する議論を行っている事例

○ 労働者側委員は、産業の魅力向上や人材確保の観点から「改正
の必要性あり」と主張。使用者側委員は、地域別最低賃金が過去
最高の上昇であることを踏まえ「改正の必要性なし」と主張。
審議の結果、「改正の必要性なし」となったものの、審議の場

において、公益委員から「特定最低賃金が労使のイニシアティブ
によって決定等する」という制度趣旨を改めて説明した上で、労
働者側委員・使用者側委員に対し、根拠を示して主張を行うよう
働きかけを行っている。

○ 第１回専門部会開催前に勉強会を実施し、特定最低賃金につい
て理解を深めている。また、運営委員会において、特定最低賃金
の運営の在り方に関する議論を行っている。

双方の主張の歩み寄りや次年度につながる調整が十分に行
われていない事例

○ 使用者側委員は、改正決定の必要性の有無の審議において、労
働者側委員の「必要性あり」との主張に対し、地域別最低賃金が
ここ数年急激に上昇していることを理由に「改正の必要なし」と
主張。

〇 使用者側委員から、経営環境やどういった状況であれば「改正
の必要性あり」となり得るのかといった具体的な説明がなく、審
議が終了している。

18（注）参考事例は、令和6年度の地方最低賃金審議会の審議等の実態をもとに労働基準局賃金課にて作成。
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令和７年度に新たに地域別最低賃金額未満となった特定最低賃金①
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令和７年度に新たに地域別最低賃金未満となった特定最低賃金②
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